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改正温泉法説明会

京都府健康福祉部薬務課

温泉法の一部を改正する法律

平成19年 法律第121号

公布：平成19年11月30日

施行：平成20年10月１日

既存の温泉施設について

申請手続など

H21.3.31までに

温泉法第14条の5の規定による確認

温泉法第14条の2の規定による許可(申請)

温泉法施行細則に基づく
採取の廃止報告書

改正法の施行日（H20.10.1）

温泉井戸を使い続けるなら

いずれかの手続

H20.10.1 までなら

温泉井戸を使わないなら

それ以降は、改正法による手続

※許可の場合は技術上の基準が適用される。 それ以外の場合は、メタンの濃度を調べる。

一部の基準（設備関係）の対応は、H22.3.31まで
猶予されるが、H21.3.31までに全ての技術基準に
対応し、申請すれば手続は一度で完了

メタンがかなり含まれている場合 → 最初から許可申請しても支障ない。

可燃性天然ガスの調査

調査開始

測定業者
選定・依頼

温泉法の登録分析機関
計量証明事業者

環境省が開催した
講習会を受講した
測定機関

水上置換法に
よる温泉付随ガスの

収集

収集できた

収集でき
なかった

温泉付随ガス中
のメタン濃度の
測定

50％LEL
温泉付随ガス

ヘッドスペース法
で温泉水中の
メタン濃度を測定

ヘッドスペース法

5％LEL

槽内空気測定法
で槽内の
メタン濃度を測定

槽内空気測定法

25％LEL

許可申請

要

確認申請

超えない

超過

超過

超過

超えない

超えない

貯水槽
の有無

有

無

確認申請

確認申請

【法】第14条の5  【規】第6条の7

申請書記載事項
申請者住所・氏名
採取の場所
採取開始の予定日
メタン濃度測定に関する事項

測定場所・測定日・測定方法
測定結果
測定者

添付書類
採取の場所の状況を現した写真
メタンの濃度測定の実施状況を現した写真
その他知事が必要と認める書類

提出：京都市内－薬務課
それ以外－保健所

手数料：7,400円

※確認を受けた後、採取者が変更した場合→届出を提出
手続は、H20.8.1から可能（ただし、様式はH20.10.1以降のものと一部異なる。）
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許可申請

許可申請書

【法】第14条の2  【規】第6条の2

申請書記載事項
申請者住所・氏名
採取の場所
採取開始の予定日

設備の配置図、主要な設備の構造図

採取のための施設の位置、構造及び設備並びに掘削の方法が
技術上の基準に適合していることを証する書面

設備の設置の状況を現した写真

メタンの濃度及び量の測定の結果
可燃性天然ガス分離設備通過後の温泉水に含まれるもの
ガス排気口における排気ガスに含まれるもの
（ガス排出口が３ｍ以下の場合、ガス排気口に係る立入制限・

設備制限区域に禁止設備等がある場合）
温泉の採取に伴い発生するガスに含まれるもの
（構造上の理由により困難な場合を除く。）

採取時災害防止規程

申請者が欠格要件に該当しない者であることを誓約する書類

その他知事が必要認める書類

提出：京都市内－薬務課
それ以外－保健所

手数料：35,000円

添付書類

※許可を受けた者の地位の承継制度あり（要申請）

メタン濃度が高く
許可申請対象となった場合に
特に注意すべき点

屋内に温泉井戸がある場合

温泉法施行規則第６条の３第１項第２号（イ及びロに係る部分に限る。）
の規定は適用されない。

同規則同条第３項各号列記以外の部分、同項第３号、第７号及び第11号中
「温泉井戸」を「温泉井戸又はガス分離設備」と読み替え

温泉井戸が設置された地下ピット

・迅速かつ確実に動力又は自噴を停止できる構造
（ゆう出路の構造上等の理由によりやむを得ない場合はこの限りではない。）
・地下ピットにおける措置
以下設備・作業の制限

・火気を使用する設備（外面が著しく高温となる設備を含む。）
・火気を使用する作業
・防爆性能を有しない電気設備（温泉井戸内部に設置されるものを除く。）

空気の排出口の設置
（排出口の位置については制限あり。）
排出口までの配管の閉塞防止措置
（凍結対策・水抜き）
地下ピットの内部の空気が配管を通じて他の屋内に侵入しないよう措置
発生した可燃性天然ガスが温泉井戸の内部に蓄積する構造の場合
・ガス排出口の設置
・温泉井戸からガス排気口までの配管の閉塞防止措置
・点検及び記録
温泉井戸、地下ピット内部の空気の排出口及びガス排出口の異常に有無の目視点検
１回/月 ２年間保存
・制御板その他のスイッチ類が集中する設備対策
配線ケーブルを通じた可燃性天然ガスの遮断
（ジャンクションボックスの設置等）

温泉井戸
ガスセパレーター 貯湯タンク

フェンス

火気厳禁

関係者以外
　立入禁止

技術上の基準（採取関係）

可燃性天然ガスの分離設備の設置
通過後に流入する貯水槽の排ガス濃度：25%LEL未満
水槽がない場合は、温泉水付随ガス濃度：5%LEL未満

可燃性天然ガス発生設備の屋外設置
温泉井戸
ガス分離設備
温泉井戸又はガス分離設備からの可燃性天然ガスの排出口

立入制限・火気使用禁止

配線ケーブル等設備対策

基準その１

ガス分離設備の設置
ガスセパレーター、貯湯タンクなど

次の水槽からの排出ガス中のメタン濃度が25％LEL未満
水槽がない場合は、温泉水付随のメタン濃度が5％LEL未満

基準その２

可燃性天然ガス発生施設の屋外設置

温泉井戸
ガス分離設備
温泉井戸又はガス分離設備からの可燃性天然ガスの排出口
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基準その３

１ｍ １ｍ

５ｍ以上あれ
ば、地上部は
除外

温泉井戸 ガス分離設備

ガス排出口

5m

可燃性天然ガスが多い地域（メタンの温泉水に
対する体積比が１：１以上の温泉が多い地域）
の制限区域は２ｍ

禁止
・火気を使用する設備
・外面が著しく高温となる設備
・火気を使用する作業
火気使用禁止の掲示

火気・立入制限区域
（濃度により
要対策）

立入制限・設備制限区域など

ガス排出口までの配管：水の滞留、凍結により閉塞されない構造
（水の滞留のおそれのある場合は、水抜き設備の設置と定期的な水抜き措置を実

施）

制御板その他のスイッチ類が集中する設備対策
配線ケーブルを通じた可燃性天然ガスの遮断

（ジャンクションボックスの設置等）

ガス排出口での濃度が25%LEL以上の場合

ガス排出口

3m

3m以上

50cm

8m 立入制限

設備制限
排気口

※

制限区域

禁止

火気を使用する設備
（外面が著しく高温となる設備を含む）
非防爆型電気設備
屋内への空気取入口 （窓等）
関係者以外の立入ができる場所
（ベランダ等）

屋上設置の場合は、関係者以外の者が
立ち入れるかどうかで判断

基準その４

点検記録

点検と記録

• ガス分離設備の内部の水位計 1回/月
（フロートスイッチ等の皮膜の損傷の有無等）

• 温泉井戸、ガス分離設備、ガス排出口
（異常の有無の目視点検）

記録を２年間保存

基準その５

災害防止
規程

採取時災害防止規程

・ 災害の防止のための措置の実施に係る組織、安全
に関する担当者の選任その他の災害の防止のため
の措置を適正に実施するための体制に関する事項
・ 災害の防止のために行う点検の項目及び方法に関
する事項
・ 災害の防止のために行う点検の項目及び方法に関
する事項
・ 災害その他の非常の場合にとるべき措置に関する
事項
・ その他災害の防止に関し必要な事項

※災害その他の非常の場合には、採取時災害防止規程に従って
必要な対応を行う。

井戸等が屋内にある場合（既存施設のみ）

関係者以外
立入禁止

火気厳禁

① ガス分離設備の設置

② 適正な排気口の設置

③ 可燃性天然ガスの漏出の防止

④ 換気設備の設置

⑤ ガス警報設備の設置と
温泉の時採取の停止

⑥

⑥
⑦ 配線対策

新設電気設備の
防爆化

基準その１

ガス分離設備の設置
ガスセパレーター、貯湯タンクなど

次の水槽からの排出ガス中のメタン濃度が25％LEL未満
水槽がない場合は、温泉水付随のメタン濃度が5％LEL未満

基準その２

適正な排気口の設置
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基準その３

可燃性天然ガスの漏出防止

温泉井戸、ガス分離設備、ガス排気口
配管であって屋内にあるもの

基準その４

換気

１時間に10回以上の換気能力
24時間稼働※

吸気口、排気口の位置
部屋の内部の構造物の配置
その他の状況

可燃性天然ガスの排気が阻害されない

※長期間にわたり温泉の採取を行わず、かつ、建造物における電気の使用を停止
している場合は除外

基準その５

ガス警報設備の設置と温泉の採取の停止※

適切な位置に設置

警報の作動状況は要記録

※長期間にわたり温泉の採取を行わず、かつ、建造物における電気の使用を停止
している場合は除外

警報：10％LEL

関係者が常駐する場所で警報

空気中のメタン濃度が表示されること

25％LELで迅速かつ確実に温泉採取の動力又は
自噴を停止できること （又は設備の防爆化）

（２年間保存）

基準その６
設備の設置制限等

火気を使用する設備
外面が著しく高温となる設備
火気を使用する作業
防爆性能を有しない電気設備

火気使用禁止の掲示

立入禁止の表示その他の方法での関係者以外の立入制限

その他の設備
温泉井戸内部に可燃性天然ガスが蓄積する構造の場合における
ガス抜きの措置（排気口）

携帯型可燃性ガス測定器、消火器の配備

基準その７

日常点検

・温泉井戸周辺の空気中のメタン濃度を携帯型
可燃性ガス測定器で測定

・温泉井戸及びガス換気設備の異常の有無の目
視点検

１回/日以上

※日常点検は要記録（２年間保存）

基準その８

災害防止
規程

採取時災害防止規程

・ 災害の防止のための措置の実施に係る組織、安全
に関する担当者の選任その他の災害の防止のため
の措置を適正に実施するための体制に関する事項
・ 災害の防止のために行う点検の項目及び方法に関
する事項
・ 災害の防止のために行う点検の項目及び方法に関
する事項
・ 災害その他の非常の場合にとるべき措置に関する
事項
・ その他災害の防止に関し必要な事項

※災害その他の非常の場合には、採取時災害防止規程に従って
必要な対応を行う。
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手続関係（まとめ）

確認か？ 許可か？

メタン濃度の測定

この時に、10年ごとに必要となる温泉成分の分析を併せ
て依頼するのであれば、登録分析機関に依頼

メタン濃度の測定だけなら環境省が実施した講習受講者
に依頼

許可申請が必要な場合は、技術上の基準に適合させる。

H21.3までに許可申請（一部の基準はH22.3まで猶予されるが、
後回しにしても対応後に追加の申請が必要）

採取の事業の廃止届

届 出

【法】第14条の8 【規】第6条の11

改正後の温泉法施行細則 別記第17号様式

添付書類

１ 温泉のゆう出路の埋戻しの状況を表示した図面
２ 温泉のゆう出路の埋戻しの状況を現した写真

注
「温泉のゆう出路の埋戻しの状況」並びに添付書類の「１」及び「２」については、温泉

法第14条の２第１項の規定による許可を受けていた場合に記入し、添付
ただし、同じ源泉から温泉の採取が継続して行われるため、ゆう出路の埋戻しをしない

場合は、「温泉のゆう出路の埋戻しの状況」にその旨記載（添付書類の「１」及び「２」不要）

※平成20年9月30日までに廃止する場合は、温泉法施行細則
別記第27号様式による報告

掘削・増掘関係の手続

土地の掘削許可申請

土地の掘削

許可申請

【法】第3条 【規】第1条

追記事項
主要な設備の構造及び能力

やぐら、ドローワークス、主要泥水ポンプ
噴出防止装置

＋ 追加提出書類

設備の配置図及び主要な設備の構造図

掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに掘削
方法が技術上の基準に適合していることを証する書面

掘削時災害防止規程

災害防止措置の実施体制（組織、安全担当者の選任等）
点検の項目及び方法
災害その他の非常の場合の措置
その他の災害の防止に関し必要な事項

（基準への適合を審査するため知事が必要と認める書類）

技術上の基準（掘削関係）

8m 以上

8m 

火気使用・立入制限区域

敷地境界

掘削口

さくの設置等

地質構造、周辺のガスの発生状況等から可燃性天然ガスの噴出のおそれのある場合

必要な設備等

・消火器
・携帯型可燃性ガス測定器
（坑口等周辺のメタン濃度を

毎日1回以上測定・記録）

・ガス噴出の兆候の有無の
目視点検・記録

・災害の防止に関する規程の
備え付け

記録：工事の完了又は廃止までの間保存

※噴出防止装置
※ガス警報設備(25%LELで警報)

循環泥水の放出口がある場合にはその位置にも必要

※ゆう出路の洗浄時はガス噴出の兆候を常時目視点検

噴出のおそれがある場合以外の場合は制限距離が3ｍで、※以外を適用

その他の手続

災害の防止上重要な変更に係る許可申請

掘削方式の変更

工事の完了又は廃止の届出

追加提出書類

警報設備による警報の作動の状況に関する記録
日常点検結果

・周囲のメタン濃度の測定結果、可燃性天然ガス噴出の兆候の
目視点検
・ゆう出路洗浄時の可燃性天然ガス噴出の兆候の目視点検




